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⼈⼝減少・超⾼齢社会の到来
とその課題

2017.4.12 加藤久和（明治⼤学）
＠⼀般財団法⼈ 医療関連サービス振興会

講演の問題意識
2015年の国勢調査で初めて⼈⼝減少が確認された。今後、⾼齢化はさ
らに深化し、また労働⼒⼈⼝の⼀層の減少が予想される。
⽇本が経済成⻑を持続するには労働⼒⼈⼝を確保しなければならないが、
そのためには⼥性活躍や外国⼈の受け⼊れがキーポイントになる。
少⼦⾼齢化が財政や社会保障制度の危機を招いている。
現在、⽇本は1000兆円を超える⻑期債務を抱えるが、依然として財政
構造改⾰の⾒通しは⽴っていない。
2025年には団塊世代がみな75歳を超えるなど、今後ますます医療・介
護等の⽀出が増え、これが財政⾚字を増加させる⽅向に働く。
持続可能な財政を実現するには、社会保障制度改⾰が不可⽋であるが、
依然としてその歩みは遅い。
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⽬次
1.⼈⼝減少社会の到来と深化する⾼齢化
2.少⼦化を巡る議論と政策対応
3.経済成⻑と労働市場の課題
4.危機に瀕した財政・社会保障制度
5.持続可能な財政・社会保障制度を⽬指して
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1.⼈⼝減少社会の到来と深化する⾼齢化
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• 1920年（第1回国勢調査）の総⼈⼝は5,596万⼈、1945年の総⼈⼝は7,215万⼈。さらに1967年には1億20万⼈と1億⼈を超えた。
• 2015年の総⼈⼝（国勢調査）は1億2,710万⼈。この5年間で約96.3万⼈の減少。この96.3万⼈はおよそ和歌⼭県の⼈⼝（96.4万

⼈）に相当。
• なお速報ベースであるが、2017年3⽉の総⼈⼝は1億2,676万⼈で2016年3⽉⽐で△19万⼈、前⽉（2⽉）⽐で△7万⼈減少。
• また⼈⼝動態統計の年間推計によると、2016年の⾃然減（出⽣数－死亡数）は△31.5万⼈。（2016年の出⽣数は98.1万⼈）

5

総⼈⼝の推移と⼈⼝減少社会の開始

出所：総務省統計局HPより

⽇本の総⼈⼝のピークは、2008年12⽉の1億
2,810万⼈であった。
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将来⼈⼝推計（2017年推計）

出⽣率（TFR）の仮定は1.44（前回は1.35）

1995年⽣まれの⽣涯未婚率は18.8％（前回は20.1％）

平均寿命は男84.95年、⼥91.35年

2065年の総⼈⼝（外国⼈含む）は8,808万⼈（前回は2060年に8,674万⼈）

2065年の65歳以上⼈⼝の割合は38.4％、また75歳以上⼈⼝の割合は25.5％

⼈⼝ピラミッド（2015年、2065年）
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⽇本の⾼齢化の推移

出所：厚⽣労働省「簡易⽣命表」等

9

⾼齢化の国際⽐較

10
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扶養率＝20-64歳⼈⼝／65歳以上⼈⼝

（参考）世代間格差の議論
なぜ若年層が負担しなければならないのか？（若者から）

①応益原則からすると、便益が得られない若者が負担をするのは納得できない。
②応能原則からすると、所得が低迷し雇⽤も不安定な若者が裕福な⾼齢者を⽀える

のはおかしい。
⾼齢者からの反論

①今の⽇本の礎を築いてくれた先輩世代に少しくらいの負担をするのは当然だ。
②我々も先の世代に対してさまざまな負担をしてきた。

資料：財務省「⽇本の財政関係資料」（平成28年4⽉）

11

• 1967年以前では合計特殊出⽣率は置換え⽔準を超えており、
将来の⼈⼝増加が⾒込まれていた。

• 1975年以降は継続的に⼈⼝の置換⽔準を合計特殊出⽣率が下
回り、将来的には⼈⼝減少がもたらされることになる。

• 出⽣率低下が⼀般に認識され始めた1980年代後半よりも10年
以上前、現在からすれば35年前から、実際に少⼦化が⽣じて
いたことになる。

12

出⽣率の動向 都道府県別合計特殊出⽣率（2015年）
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100万⼈を割った出⽣数

参考：1880年88.3万⼈、1890年114.5万⼈
1947年268.1万⼈（団塊の世代）
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少⼦⾼齢・⼈⼝減少社会の課題
経済成⻑と労働市場

⇒労働⼒⼈⼝の減少、貯蓄率低下、技術進歩鈍化etc.
社会保障制度

⇒社会保障給付の増⼤、財源の確保、世代間公平性etc.
社会的多様性

⇒コミュニティの維持、社会的活⼒etc.
地域・都市構造

⇒地⽅の⾼齢化、限界集落、コンパクトシティetc.
家族のありよう

⇒単⾝化、家族規範の変化etc.

15

２.少⼦化を巡る議論と政策対応

16
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（参考）まち・ひと・しごと創⽣⻑期ビジョン
Ⅲ．⽬指すべき将来の⽅向

⼈⼝減少に⻭⽌めをかける。

出⽣率が⼈⼝置換⽔準（2.07）に回復すること
が⼈⼝が安定する必須の条件。

若い世代の希望が実現すると、出⽣率は1.8程度
に向上する。

国⺠希望出⽣率1.8は、OECD諸国の半数近くが
実現。我が国においてまず⽬指すべきは、若い世代
の結婚・⼦育て希望の実現に取り組み、出⽣率の向
上を図ること。

⼈⼝減少に⻭⽌めがかかると、2060年に１億⼈
程度の⼈⼝が確保される。

2030〜2040年頃に出⽣率が2.07まで回復した
場合、2060年には総⼈⼝１億⼈程度を確保し、
2090年頃には⼈⼝が定常状態になると⾒込まれる。
さらに、⼈⼝構造が「若返る時期」を迎える。

「⼈⼝の安定化」とともに「⽣産性の向上」が図
られると、2050年代に実質GDP成⻑率は、1.5〜
２％程度が維持される。

18

少⼦化の要因
1.結婚⾏動の変化：晩婚化
•⼥性の初婚年齢：1980年25.2歳⇒2000年27.0歳
⇒2015年29.4歳

•25〜29歳未婚⼥性の割合：1980年24.0％⇒2000
年54.0％⇒2010年60.3％⇒2015年61.0％

•30〜34歳未婚⼥性の割合：2015年33.7％
•⽣涯未婚率（50歳時点の未婚者の⽐率）：1990年
男性5.6％、⼥性4.3％⇒2010年男性20.1％、⼥性
10.6％

2.社会経済の環境変化
(1)⼦どもを持つことのコストの上昇
(2)⼥性の働き⽅の変化に伴う、出産と育児の両⽴
を可能とする社会システム・制度の不備
(3)結婚や出⽣などに対する価値観の変化
(4)若年層を中⼼とした雇⽤情勢の悪化
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諸外国の出⽣率の推移

少⼦化対策と出⽣率

• 現物給付の対GDP⽐率が⾼い国ほど出⽣率
は⾼いことがわかる。統計的な分析の結果
から、現物給付の対GDP⽐率が1％上昇する
と、合計特殊出⽣率は0.30程度⾼まる。

• 少⼦化対策に有効なのは現物給付であって、
現⾦給付は有効ではない。すなわち、⼦ど
も⼿当てを充実させるよりも待機児童の解
消などの育児環境整備を⾏うほうが少⼦化
対策としては望ましい。

20
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⼥性の社会進出と出⽣率

出所：内閣府「少⼦化社会⽩書」（2005年度版） 出所：加藤・中野(2015)「少⼦化対策と出⽣動向に関する将来シミュレーション」（未定稿）
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TFR=0.609+1.268☓就業率
(3.2)   (4.5)

TFR=3.44-0.05×労働⼒率(%)+0.000384×労働⼒率(%)^2
(21.3)(-9.73)                 (8.69)                      

⽇本

26ヶ国
GDI: A composite 
measure reflecting 
disparity in human 
development
achievements 
between women and 
men in three 
dimensions—health, 
education and living 
standards.

21

婚外⼦の割合とTFR

ドイツとスペインでは婚外⼦の割合が増加しているが出⽣率は上昇していない。

22
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市町村別合計特殊出⽣率の分析

前提：
• 厚⽣労働省「⼈⼝動態統計特殊報告 ⼈⼝動態保健所・市区町村別統計」→ベイズ推定
• 1893の市町村（2008〜2012年度）

出所：加藤久和(2017)「市区町村別にみた出⽣率格差とその要因に関する分析」（フィナンシャルレビュー掲載予定）

23

市区町村別出⽣率と少⼦化対策

出所：加藤久和(2017)「市区町村別にみた出⽣率格差とその要因に関する分析」（フィナンシャルレビュー掲載予定）
24
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地域における少⼦化対策

（８）保育サービスの充実（保育⼠の処遇改善・⼈材確保対策等）
（７）⼦育て⽀援のメニュー拡張（⼩規模保育への⽀援等）
（３）不妊に関する総合的な⽀援

出所：総務省「地⽅公共団体における少⼦化対策等の現況調査」
2014年度、1535団体からの回答

25

3. 経済成⻑と労働市場の課題

26
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⼈⼝減少と経済成⻑の⾒⽅

短期の景気循環は、需要側が主役になる。
⼈⼝要因は短期的にはそれほど⼤きな影響
はない。

⻑期の経済成⻑は、⽣産側（供給側）から
考える必要がある。⇒「トレンド」を捉え
る。

α=0.355、技術進歩率は年0.6％

27

TFP：全要素⽣産性
なお，JIP2013によると，1971年以降のTFP上昇率は平均で1％程度。

TFPと成⻑会計

成長会計

28
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図は、1985〜2010年にかけてのOECDに加盟してい
る20カ国のパネル・データをもとに、OECDが測定し
ている⽣産性（多要素⽣産性）と⾼齢化の関係を検証
したものである。図は、横軸に65歳以上⼈⼝⽐率、縦
軸に多要素⽣産性の進歩率をとって両者の関係を検証
したものである。その結果をみると、⾼齢化の進⾏は
有意に⽣産性にマイナスの影響を与えていることがわ
かる。このことから、供給⾯から⾒た経済成⻑の源泉
としての⽣産性向上も、このままの趨勢では期待でき
ないことになる。

⼈⼝規模が多いほど優れたイノベータを輩出する
チャンスが⾼い。
多くの⼈⼝がいるほど知的な交流の機会が増え、こ
れによって技術進歩が促される。
⼈⼝規模と技術進歩の関係
①⼈⼝減少に伴う労働⼒⼈⼝の減少により集団的な⼒
が低下する効果（規模の経済喪失効果）

②若年労働⼒の減少により若年層が持つ創造性や積極
性が全体として乏しくなる効果（創造性喪失効果）

③⼈⼝減少に伴い労働⼒以外の⽣産要素を相対的に多
⽤することでさまざまな技術が⽣み出され、⽣産性が
上昇する効果（労働⼒節約促進効果）

①＋②＞③？

29

⽣産性と⼈⼝

全要素⽣産性上昇率の決定要因

30
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労働⼒⼈⼝のピークは
1998年の6793万⼈

労働⼒⼈⼝の推移と将来予測
労働⼒⼈⼝の⾒通し（万⼈）

労働政策研究・研修機構による推計（2015）
雇⽤政策研究会資料（2015）

32

⾮正規という働き⽅

⼥性の⾮正規の割合は56.3％、男⼥
計では37.5％（2015年）

⾮正規雇⽤労働者：勤め先での呼称が「パート」「アルバイト」「労働者派遣事業所の派遣社
員」「契約社員」「嘱託」「その他」である者。

出所：厚⽣労働省HP

平成27年の労働⼒調査では⾮本意正規の割合は16.9％。
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労働⼒⼈⼝減少への対応

⼥性の活⽤ → ⼥性活躍

⾼齢者の活⽤

外国⼈労働⼒の導⼊

33

働き⽅改⾰のテーマ
⻑時間労働の⾒直し→労働基準法の厳格な適⽤、三六協定、
テレワーク
同⼀労働同⼀賃⾦の実現→⾮正規雇⽤の待遇改善、正（限
定）社員化
⼥性・若者・⾼齢者の活躍（総活躍社会）→税制、社会保障
制度、両⽴⽀援
⼈材育成→教育（奨学⾦）、能⼒開発
外国⼈⼈材→⾼度⼈材、介護資格

34
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⼥性活躍とは？
労働市場への進出 → ⼥性の労働⼒⼈⼝
労働環境の改善 → 男⼥間の賃⾦格差、就業形態
ワークライフ・バランス → 働き⽅のフレキシビリティ
就業・経営上の地位 → ⼥性の登⽤
社会での活躍 → ⾔論界のリーダー、政治家、研究者等
経済格差 → 男⼥間の経済的格差
社会的意識 → 活躍志向 vs. 専業主婦志向

どのように定義可能か？

35

⼥性の労働⼒率の国際⽐較

OECD ”Labour Statistics”

36
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⼥性活躍の障害
男性優先の職場環境と⻑時間労働
⼥性の就業と出産・⼦育て環境の両⽴⽀援の未整備
男性の家事・育児参画への遅れ
採⽤・昇進、賃⾦等における男⼥格差
⼥性への教育投資等への⽀援不⾜
⼥性の労働供給の壁となる税・社会保障

37

外国⼈⼈⼝の推移

38

• 2015年の外国⼈⼈⼝（在留外国⼈数）は
223.2万⼈、総⼈⼝の1.76％となっている。

• 2015年の外国⼈労働者数は907,896⼈で、
前年同期⽐120,269⼈増であった（厚⽣労
働省「外国⼈雇⽤状況の届け出」2015年10
⽉）。

法務省：平成２7年版「出⼊国管理」
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⾼度⼈材外国⼈ポイント制度

出所：厚⽣労働省「雇⽤政策研究会」資料

必要な滞在期間を３年に改め、さらに⾼度⼈
材の中でも経営能⼒などが⾼いと認定した外
国⼈に限り、滞在１年での申請を認める。

⽇本再興戦略2016
“世界最速級の”⽇本版⾼度外国⼈材グ
リーンカードの創設

参考：英国は永住権申請の条件として原則５年の滞在
を課すが、⼀部の起業家に限り３年としている。韓国
は先端技術分野の専⾨家を優遇し、原則５年の滞在期
間を博⼠なら１年、⼤学卒は３年に縮めている。

39

外国⼈労働者の受⼊れ
専⾨的・技術分野の労働者以外は「いわゆる単純労働者」とし、その受⼊れについて
慎重に対応するということが政府の⽅針とされてきたが、「いわゆる単純労働者」とい
う⽤語については明確な定義がない中で、外国⼈労働者の受⼊れに消極的な意味合い⽤
語として使⽤されてきた。今後の外国⼈労働者の受⼊れ議論に際してこのような「単純
労働者」という⽤語を使っていくことは不適切である。
専⾨的・技術分野の労働者は引き続き積極的に受け⼊れていく。
今後、⼈⼝減少が進むこと、介護、農業、旅館等特に⼈⼿不⾜の分野があることから、
外国⼈労働者の受⼊れについて、雇⽤労働者としての適正な管理を⾏う新たな仕組みを
前提に、移⺠政策と誤解されないように配慮しつつ、必要性がある分野については個別
に精査した上で就労⽬的の在留資格を付与して受⼊れを進めていくべきである。

40

「共⽣の時代」に向けた外国⼈労働者受⼊れの基本的考え⽅
平成２８年５⽉２４⽇
⾃由⺠主党政務調査会

労働⼒確保に関する特命委員会
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出所：法務省⼊国管理局・厚⽣労働省職業能⼒開発局「技能実習制度の⾒直しについて」

技能実習制度の拡充

外国⼈建設就労者受け⼊れと技能実習制度

外国⼈技能実習適正実施法11/18に国会で成⽴！

出所：http://www.yd-jissyusei.com/newsystem2015.html

オリンピックなどのため
2020年度までの期間

41

EPAに基づく介護分野等の外国⼈労働者

出所：厚⽣労働省「外国⼈介護⼈材受⼊れの在り⽅に関する検討会」基礎資料

介護分野の⼈材確保に向けて、⽇本で介護福祉⼠の資格を取得した外国⼈が国内で働
けるよう、在留資格に「介護」を加える改正出⼊国管理法が2016年11⽉に成⽴。

専⾨的な知識に基づいて介護を⾏う「介護福祉⼠」の資格を⽇本で取得した外国⼈が、国内で働けるよう、在留資格に「介護」の分野を加える。

これまでは、介護職は経済連携協定（ＥＰＡ）の枠組みに限って受け⼊れてきた。

42
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Source: OECD “International Migration Outlook 2016” ⽇本は2000年の1.3％から2014年に1.7％へ推移。OECD平均は
2000年の9.5％から2014年で13.0％に上昇。

43

外国⼈移住に関する課題
単純労働者を受け⼊れた場合、単純労働者と競合する国内労働者の失業
率が上昇したり、賃⾦が低下する。
外国⼈労働者特有の労働市場が⽣まれ、劣悪な労働条件が⽣まれるなど
の懸念がある。
失業対策や⽣活保護、教育、医療・福祉、住宅など、新たな社会負担が
⽣じる。
定住化した家族の⼦どもなどに関する教育問題（⽇本語が通じないな
ど）が⽣じる。
不法就労など、違法な就業が増える可能性がある。
その他：不法移⺠、宗教・慣習の違いによる摩擦

44
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4. 危機に瀕した財政・社会保障制度

45

46

平成29年度⼀般会計予算（案）

資料：財務省「平成29年度予算政府案」
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47

財政収⽀の推移 国債残⾼の推移ワニの⼝

資料：財務省「⽇本の財政関係資料」（平成28年10⽉）

48

債務残⾼の国際⽐較（対GDP⽐）

⽇本の2016年末の⻑期債務対GDP⽐は233.1％。
（OECD 「Economic Outlook 99」）

財政収⽀の国際⽐較（対GDP⽐）

⽇本の2016年末の財政収⽀対GDP⽐は△4.4％。
（OECD 「Economic Outlook 99」）
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・債務残⾼の増加要因：90年代は公共事業関係費の増加と減税、近年では社会保障関係費の増加
⇒⾼齢化に伴う社会保障関係費の増加と政府債務の増加を⾒直す必要性

49

資料：財務省「⽇本の財政関係資料」（平成28年10⽉）

50

負担は低く、低負担・⾼福祉？

国⺠負担率

資料：財務省HP

資料：財務省HP

付加価値税率
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財政制度等審議会財政制度分科会資料（2016年10⽉4⽇）

51

52

急増する社会保障給付

2014年度の社会保障給付費総額は112兆1,020億円、対前年度増加額は1兆
3,970億円、伸び率は1.3％であった。
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社会保障給付費の将来推計（厚⽣労働省 平成24年3⽉）

53

資料：厚⽣労働省「社会保障に係る費⽤の将来推計について（平成24年3⽉）

 2012-2025年度にかけて、医療（35.1兆円➔54.0兆円）は1.54倍、介護（8.4兆円➔19.8兆円）は2.34倍に増加。

出所：財務省「⽇本の財政関係資料（平成28年10⽉）」

＊2025年問題：団塊世代が75歳を超える時期。⼀層の社会保障給付が必要になると考えられる。

54

社会保障と税の⼀体改⾰

出所：財務省「⽇本の財政関係資料（平成28年10⽉）」

参考：平成26年4⽉以降、消費税率6.3％+地⽅消費税率1.7％
平成31年10⽉以降、消費税率7.8％+地⽅消費税率2.2％（予定？）
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年齢別でみた医療費

出所：厚⽣労働省「⽣涯医療費」

年齢別国⺠医療費

出所：厚⽣労働省「国⺠医療費」

55

医療費の増加と⾼齢化の寄与

出所：財務省財政制度審議会資料

56
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⾼齢化と医療⽀出の関係

57

医療⽀出の国際⽐較

58
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介護保険制度

出所：厚⽣労働省HP

59

不⾜する介護⼈材

厚⽣労働省(2015)「2025 年に向けた介護⼈材にかかる需給推計（確定値）について」

60
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介護需要と⾼齢化
要介護（要⽀援）度別の介護(予防)サービス受給者数の予測

出所：経済産業省「将来の介護需要に即した介護サービス提供に関する研究会」報告書

出所：厚⽣労働省「公的介護保険制度の現状と今後の役割」

61

62

実施済

マクロ経済スライド

今年度で
終了
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マクロ経済スライド

63

64

厚⽣労働省HPより。
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世代間格差
世代内格差と世代間格差（⼀般的な捉え⽅）

世代内格差…同じ年齢層における所得や資産の格差
世代間格差…⽣まれ年の違いにおける、主として負担と給付に関する格差

世代間格差の定義（より広い定義）
「⽣まれる年が異なればその⼈々のライフサイクルで直⾯する経済・社会環
境も異なる。このことによって世代ごとに、経済・社会的側⾯全般における
偏りが⽣じる状態を、広い意味での「世代間格差」と定義できる。」

加藤久和(2011)「世代間格差」ちくま新書、より。

世代間と世代内の⼆つの格差
世代内：努⼒や運・不運など
世代間：社会的な制度が影響

65

66

広がる「世代間格差」

（出所）「産業構造審議会基本政策部会中間とりまとめ」平成23年6⽉、p.20
（元データ）内閣府「平成17年経済財政⽩書」、⽇本経済新聞2010年8⽉6⽇朝刊。

世代別⼀世帯当たり⽣涯純
受益（＝受益－負担）を算
出したもの。

・ここには税・社会保障
のみならず教育・公共事
業などすべての政府とも
受け渡しが含まれる。

・団塊世代と将来世代の
格差は1億円以上
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注：島澤諭⽒（中部圏社会経済研究所）による試算
出所：週刊ダイヤモンド 2016.2.20号

注：鈴⽊亘⽒（学習院⼤学）による試算
出所：週刊ダイヤモンド 2016.2.20号

67

⾼齢者の論理・若者の⾔い分
⼆つの世代間格差

①⾼齢層に⽐べ若年層に重たい負担（税や社会保障）
②⾼齢層と⽐べ恵まれない若年層（経済成⻑、雇⽤）

なぜ若年層が負担しなければならないのか？（若者から）
①応益原則からすると、便益が得られない若者が負担をするのは納得できない。
②応能原則からすると、所得が低迷し雇⽤も不安定な若者が裕福な⾼齢者を⽀えるのはおかしい。

⾼齢者からの反論
①先代の苦労に感謝し、今の⽇本の礎を築いてくれた先輩世代に敬意を表し、少しくらいの負担を

するのは当然だ。
②我々も先の世代に対してさまざまな負担をしてきた。

68
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どう考えるか？
世代間対⽴を煽っても解決にならない。しかし世代間格差をこのまま放
置すれば、将来世代が絶望し、今の若い世代も先代への⽀払いで汲々と
してしまうことも事実なのである。さらには、今度は今の若者世代と将
来世代が同じ問題に直⾯する。
だからこそ、世代間の格差という問題に着⽬していかなければならない
のである。
年⾦や医療制度は突き詰めていけば損得勘定の世界ではない。その意味
ではどれだけ払って、どれだけもらえるか、だけを議論していたのでは、
社会保障も財政も、それこそ社会的連帯も何もなくなってしまう。
しかし、現在の若者には、先代に対する感謝の気持ちを⼤きく超えた請
求書がのしかかっていることも事実である。

69

どうするべきか？
⾼齢世代にお願いしたいのは、「世代間の助け合い」だけではなく「世
代間の分かち合い」である。（世代間格差の縮⼩・緩和が重要で、完全
な公平を求めているのではない。）

年⾦や医療の給付を少し抑えてもらい、消費税などによる負担にも応じ
ていただくなどの、若い世代への温かい眼差しを向けてもらいたいとい
うささやかなものである。

そしてその考え⽅で、現実の社会保障制度（及び税制や雇⽤制度など）
を改⾰していかなければならない。

70
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5.持続可能な財政・社会保障制度を⽬指して

71

資料：財務省「⽇本の財政関係資料」（平成28年10⽉）

72
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我が国の財政健全化⽬標

平成28年９⽉７⽇財政制度等審議会財政制度分科会資料

73

74

財政健全化の指標

資料：財務省「⽇本の財政関係資料」（平成28年10⽉）
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75

内閣府「中⻑期の経済財政に関する試算」（平成29年1⽉25⽇）

財政健全化⽬標
2020年プライマリー・バランス（基礎

的財政収⽀）⿊字化

➔経済再⽣ケース
8.3兆円の⾚字

ベースラインケース
11.3兆円の⾚字

⾻太の⽅針2015
・2020年度の財政健全化⽬標を堅持。
…2020年度のPB⿊字化を実現することとし、
…債務残⾼の対GDP⽐を中⻑期的に着実に引
下げ。
・2018年度のPB⾚字の対GDP⽐▲1%程度を
⽬安
・これまで３年間の…社会保障関係費の実質
的な増加が⾼齢化による増加分に相当する伸
び（1.5兆円程度）となっている…その基調を
2018年度まで継続していくことを⽬安…

76

資料：財政制度等審議会「我が国の財政に関する⻑期推計」（平成27年10⽉9⽇）
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財施健全化の⽬標

資料：財務省「⽇本の財政関係資料」（平成28年10⽉）

77

医療費のキャップ制約
 2005年経済財政諮問会議での議論

（「⾻太の⽅針2005」）

医療給付費の対GDP⽐は2004年で5.2％。今
後、⾼齢化で医療給付費が増加することから、
その増加率にキャップを設ける。

➔伸び率は「⾼齢化修正GDP」を上限とする。
これにより、2025年度の医療給付費を49兆円
程度に留められる（そうでない場合は56兆円）。
ちなみに2013年度の医療給付費は約35兆円。

（参考）
⾼齢化修正GDP伸び率

＝名⽬GDP成⻑率＋
（65歳以上⼈⼝伸び率☓（1/2）÷全⼈⼝（前年））

➔⼈⼝1000⼈で⾼齢者が3⼈増えれば名⽬GDP成⻑率＋0.15％

フランス：ONDAM

• 毎年、社会保障予算法において、医療保
険⽀出⽬標（ONDAM）を設定。

• 2016年は医療保険⽀出の⾃然増が3.6％
のところONDAMを1.75％に設定し、こ
れに沿った予算を策定。

ドイツ

• 保険料収⼊及び連邦補助を財源として
運営しており、主として保険料で賄わ
れている。また、連邦補助には法定上
限を設けて総額を管理（2014年は105
億ユーロが上限。公的医療総収⼊の約
5％を占める）。

78
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出所：経済産業省(2016)「将来の介護需要に即
した介護サービス提供に関する研究会」報告書

79

出所：経済産業省(2016)「将来の介護需要に即
した介護サービス提供に関する研究会」報告書

80
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医療と介護の⼀体的な改⾰
2014年「地域における医療及び介護を総合的に確保するための基本的な⽅針（総合確保⽅
針）」策定。

➔2025年問題（団塊世代が75歳を超える時期）に向けての医療・介護の提供体制の構築
➔「効率的かつ質の⾼い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」

「医療介護総合確保推進法」により、2015年4⽉より、都道府県が「地域医療構想」を策
定。

➔2025年に向け、病床の機能分化・連携を進めるために、医療機能ごとに2025年の医療需
要と病床の必要量を推計し、定める（2016年半ばまで）。

2014年「介護保険法改正」
➔地域包括ケアシステムの推進、在宅医療・介護連携の推進

81

総合確保⽅針の実施のため、消費税増収分等を活⽤した
財政⽀援制度を構築
➔「地域医療介護総合確保基⾦」

医療・介護の⼀体改⾰の推進

出所：厚⽣労働省「医療・介護総合確保の推進について」

82
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「地域医療構想」は、2025年に向け、病床の機能分化・連携を進めるために、医療機能ごとに
2025年の医療需要と病床の必要量を推計し、定めるもの。

地域医療構想

出所：厚⽣労働省「医療・介護総合確保の推進について」

83

地域包括ケアシステム
在宅医療・介護連携の推進

地域包括ケアシステムにおける「５つの構成要素」 「⾃助・互助・共助・公助」からみた地域包括ケアシステム

出所：厚⽣労働省HP

84
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⽀給開始年齢引き上げ

85

⾼所得者の年⾦給付の⾒直し

カナダの⽼齢保障年⾦（ＯＡＳ）は、全額税財源により⽀給される年⾦制度。受給者のうち、総所得額が⼀定額
（⽉額5,639カナダドル（約47.4万円））を超える場合は、総所得額のうち当該基準額を超える部分の額の
15％に相当する額を税として国に払い戻す制度があり、クロ―バックと呼ばれている。

カナダ：クローバック制

わが国の場合の課題：保険料⽅式による約束分をどうするか？

所得の捕捉の必要性
➔マイナンバーの活⽤

86
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87

⺠間活⽤
年⾦・医療、アメリカのHMOを⽬指すものではない

新しいターゲッティングの考え⽅
効率的かつ必要とする給付者（⾼額療養費など重視）
普遍的な社会保険の⾒直し

資産・所得の捕捉
マイナンバー（社会保障・税番号）制度の充実

制度の統⼀
働き⽅によらない仕組み、効率的でシンプルな制度

⾃⼰負担拡⼤
モラルハザードの排除、ワーク・ファースト・プリンシ

プル

選択と集中：具体的課題
⾼齢化（⾼齢者⼈⼝増加）は、今後の社会保⽀出をさら
に増加させる。
社会保障⽀出の増加は経済成⻑に負の影響を及ぼす。財
政収⽀についても⾚字化の要因である。
⼀⽅、社会保障制度は不可⽋な社会システムであり、単
純に削減すればいいものではない。
以上を勘案して、必要な⼈に適切に再分配を⾏う仕組み
を構築する必要がある。

1）年⾦：基礎年⾦財源の租税化（ベーシック・インカム
化）と資産・所得による対象者の限定、給付開始年齢引
き上げ、私的年⾦の充実 等
2）医療・介護：⾼額療養費制度の充実（ビッグ・リスク
への対応）と軽症者の負担増加、免責制の導⼊、フ
リー・アクセスの⾒直し、保険者機能の強化（管理競争
の導⼊等）
3）⽣活保護：対象者の限定、就労促進（ワークフェア）、
バウチャー（フードスタンプ）導⼊ など

基本的な⽅向 社会保障制度
世代間格差を縮⼩するための社会保障制度改⾰
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45

ご清聴ありがとうございました。
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